２０１７年１月６日～７日　時事共同NHK朝日赤旗
憲法、オスプレイ、日仏ACSA、慰安婦少女像、政局、共謀罪、都政、核･原発
日本会議の活動など記した書籍 出版禁止の仮処分 東京地裁
ＮＨＫ1月6日 21時10分
憲法改正などを掲げる民間団体「日本会議」の活動などを記した書籍について、東京地方裁判所は、「一部の内容は真実とは言えない」として、出版の禁止を命じる仮処分の決定を出しました。書籍は１５万部を超えるベストセラーとなっていて、出版社は「誠に遺憾だ」としています。
出版禁止が命じられたのは扶桑社が去年５月に出版した「日本会議の研究」という新書で、団体の活動や政治との関わりなどが著者の視点から批判的に書かれています。
これについて、団体と深い関わりがあると書かれた男性が「内容は事実に反する」などと申し立てた結果、東京地方裁判所の関述之裁判長は、男性の過去の活動について書かれた２行分の記述について、「真実とは言えない」として、出版の禁止を命じる仮処分の決定を出しました。
男性の代理人の弁護士は「本人への取材すら行われず、名誉が著しく傷つけられた」などとコメントしています。
新書は１５万３０００部を超えるベストセラーになっていて、扶桑社は「内容の一部の削除を求められたことは誠に遺憾だ。今後の対応は決定の内容を精査して決めたい」というコメントを出しました。
「日本会議の研究」販売差し止め　地裁が扶桑社に命令
朝日新聞デジタル2017年1月6日20時02分
　憲法改正運動を進める「日本会議」の成り立ちなどを書いた書籍「日本会議の研究」（扶桑社）の記述で名誉を傷つけられたとして、宗教団体「生長の家」元幹部の男性が販売差し止めなどを求めた仮処分の申し立てで、東京地裁（関述之〈のぶゆき〉裁判長）は６日、同社に販売差し止めなどを命じる決定を出した。男性の代理人弁護士が明らかにした。
　同書は菅野完（すがのたもつ）氏が取材・執筆し、昨年５月に出版。男性側は、男性が学生運動をしていた当時の活動などについて書かれた６カ所について、真実ではなく、男性の社会的評価を低下させた、と申し立てた。
　決定は、このうち１カ所について、「裏付ける客観的な資料が存在しない。著者は男性に取材をしておらず、真実でない可能性が高い」と判断。この部分を削除しない限り販売しないよう扶桑社に命じた。
　同社は「当社の主張がほぼ認められたが、一部削除を求められたことは誠に遺憾」とする談話を出した。
基地問題「言葉にできない」　沖縄出身、若手監督の葛藤
朝日新聞デジタル仲村和代2017年1月6日12時13分
　オスプレイの事故、米軍普天間飛行場の移設工事再開――。沖縄県出身の慶応大３年、仲村颯悟（りゅうご）さん（２０）は、複雑な思いで故郷を見つめる。基地問題について、賛否で割り切れない思いを抱く若者を描いたフィクション映画を昨年、公開。「日本全体で考えてほしい」というメッセージを改めてかみしめている。
　「結局、オスプレイもおちたことないからね」。仲村さんが撮った映画「人魚に会える日。」には、高校生がそう語る場面がある。今回の事故はそれを覆した。「大人たちが配備に反対してきたのは、安全だと思っていたものが危険に変わる瞬間を何度も目撃してきたからなんだ」。米軍絡みの事件事故が繰り返されるたび、大人が口にする「またか」。その言葉の意味を痛感した。
　事故の後、ネット上では「やっぱり」といった声の一方、思いを書き込むのではなく事故の記事だけをリツイート（転載）する若者もいた。意見を発信していいのか迷っているように感じた。自身も昨年９月から留学する米国で、事故のことを周囲に話せずにいる。沖縄出身と言うと「長寿の島でしょ」と笑顔が返ってくる。「温かく迎えてくれる人たちに話していいのだろうか」
　「基地と身近な環境で育った僕らにとって、基地問題に意見を持つことはとても難しい」。基地で働く友人や、米兵の親を持つ知人もいる。「反対派の意見も、容認派の意見も理解できる。言葉にできないから『わからない』と答える」。映画には、そんな自分たちの姿を投影した。
　映画は全国各地で公開された。昨年８月だけ上映予定だった沖縄県沖縄市の「シアタードーナツ・オキナワ」では、上映を延長。代表の宮島真一さん（４３）は「沖縄の今を生きる僕らの『どうしたらよいのかわからない』という声を代弁するような映画。立ち止まって考える機会にしてほしい」と話す。
　基地に賛成か、反対か。仲村さんも答えを出せていない。「基地に関する話題を見かけたら、ほんの少しでいいから、その記事を読んでほしい。みんなで悩んで、みんなで考える。そこから広がる可能性があるはずだと信じたい」（仲村和代）
訓練再開に「あり得ない」＝沖縄、佐賀の反対派住民－オスプレイ
　不時着・大破事故後見送られていた在日米軍の新型輸送機オスプレイの空中給油訓練。国内初の重大事故から１カ月たたないうちの再開方針に、沖縄県や陸上自衛隊による配備計画がある佐賀県の基地・空港周辺住民らは反発の声を上げた。
　基地問題に取り組む市民団体メンバー上間芳子さん（７１）＝那覇市＝は「最終的な原因が特定されていないのに、あり得ない」と憤った。「海上訓練と言うが、今回落ちたのは民家近く。（再発防止には）配備撤回しかない」と言葉を強めた。
　事故後も自宅上空をオスプレイが飛行するという同市の無職坂尾美知子さん（６５）も「事故原因の説明不足で不安が増している。米側に物が言えないなら、何のための政府か」と容認した日本政府の姿勢も批判した。
　陸自が２０１９年からの配備を計画している佐賀県。「政府は米国の言いなりではないか」と批判するのは、反対派住民の会会長でノリ養殖業の古賀初次さん（６７）＝佐賀市＝。防衛省は昨年１２月、県議会で「佐賀県周辺での空中給油訓練は行わない」と説明したが、古賀さんは「配備されてしまえばわれわれの意見も聞き入れられず、訓練も行われてしまうのでは」と不安を募らせた。
　早期再開には、防衛省内の一部にも疑問の声がある。ある幹部は「教育の徹底や連携の再確認といった今回の事故を受けた対策は、再発防止策には見えない」と指摘。「具体的な対策が曖昧なままの再開は早計だ」と語った。一方、別の幹部は「空中給油は難しく、訓練しなければ能力が下がり危険度は増す。そのため再開を急いだのかもしれない」と理解を示した。（時事通信2017/01/06-19:15）
オスプレイ空中給油再開＝稲田防衛相
　【パリ時事】訪仏中の稲田朋美防衛相は６日、米軍が６日（日本時間）に米軍輸送機オスプレイの空中給油訓練を再開し、問題なく終了したと明らかにした。日仏外務・防衛担当閣僚協議（２プラス２）の終了後、記者団に語った。（時事通信」2017/01/07-06:17）
稲田氏「米側から連絡あった」　オスプレイ給油訓練再開
朝日新聞デジタルパリ＝相原亮2017年1月7日09時09分

稲田朋美防衛相
　フランス・パリを訪問中の稲田朋美防衛相は６日夜（日本時間７日午前）、沖縄県名護市沿岸で大破事故を起こした米軍輸送機オスプレイの空中給油訓練について、米側から再開したとの連絡があったことを明らかにした。同県周辺の海上で日本時間の６日昼に実施されたという。記者団の質問に答えた。
　稲田氏は「米軍が訓練を行う際、訓練時間などの情報が日本側に通報されることは通常はない」と話し、米側が特例的な対応をしたと説明。今後について「何か（情報提供を）求めていくということは日本側としてはない」と述べた。
　事故は先月１３日夜、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）所属のオスプレイが空中給油機から給油を受ける際に起きた。防衛省によると、米側はオスプレイのプロペラが給油ホースに接触して損傷したことが事故の原因と説明しており、調査が続いている。（パリ＝相原亮）
米軍、オスプレイ訓練再開か＝沖縄の反発必至－空中給油
　空中給油訓練中に大破事故を起こした米軍新型輸送機オスプレイをめぐり、在日米軍が訓練を再開するとした６日を迎えた。防衛省は同日以降の訓練再開を発表していたが、在日米軍は「運用上の都合」から、訓練実施の有無について、公式の確認を避けている。
　６日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）からオスプレイが、米軍嘉手納基地（同県嘉手納町など）から空中給油機がそれぞれ離陸した。同日夜までに訓練再開に踏み切った可能性が高い。
　菅義偉官房長官は６日午前の記者会見で「空中給油の実施は天候などに左右されるため、具体的な報告は受けていない」と説明。米側に訓練再開の照会もしない意向を示した。
　オスプレイは先月１３日、同県名護市沖で空中給油の訓練中にプロペラを損傷。不時着して大破した。事故を受け、米軍は空中給油訓練を停止していたが、６日から再開すると防衛省に通告していた。沖縄県は６日、防衛省沖縄防衛局に訓練実施について問い合わせたが、「運用上の都合で答えられない」との米軍の見解を伝えられた。
　菅氏は会見で、米軍の再発防止策について「防衛省・自衛隊の専門的知見に照らして分析した結果、事故防止に有効な対策を幅広く取っていると認めた」と改めて説明。空中給油訓練については「陸地から離れた海域上空でしか実施せず、住宅上空では実施しない」として、沖縄県の理解を求めた。（時事通信2017/01/07-01:21）
しんぶん赤旗2017年1月7日(土)

空中給油再開を正当化　米海兵隊　訓練再開明らかにせず

　沖縄県名護市の浅瀬で発生した米海兵隊垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイの墜落事故（昨年１２月１３日）を受けて停止していた米軍の空中給油について、日本政府は６日から再開を容認しました。第３海兵遠征軍司令部は本紙に対して、「空中給油は米軍にとって最も重要な能力の一つであり、われわれの作戦にとって本質的なものだ」と述べ、再開を正当化しました。

　ただ、実際に訓練を再開したかどうかについては「運用・保安上の理由」で明らかにしていません。菅義偉官房長官も６日午前の記者会見で「防衛省は報告を受けておらず、現段階では（再開されたかどうか）承知していない」と述べました。

　米軍は空中給油の訓練については「陸地から離れた海域の上空でしか実施しない。陸地の上空では実施しない」としています。しかし、米側に空中給油訓練の通報義務はなく、日本側が確認するすべはありません。

　また、訓練以外の何らかの作戦では、陸地上空で空中給油を行うことは否定されていません。

米軍、オスプレイの空中給油訓練再開　「問題なく終了」
朝日新聞デジタル相原亮2017年1月7日02時29分
　在日米軍は６日、沖縄県名護市沿岸で大破事故を起こした米軍輸送機オスプレイの空中給油訓練を同日昼に再開したと日本政府に伝えた。防衛省幹部が明らかにした。米軍から、同県周辺海域の訓練区域で実施し、「問題なく終了した」との通告があったという。
　事故は先月１３日夜、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）所属のオスプレイが空中給油機から給油を受ける際に起きた。防衛省によると、米側はオスプレイのプロペラが給油ホースに接触して損傷したことが事故の原因と説明しているが、詳細は不明のままだ。
　日本政府は事故直後、在日米軍にオスプレイの飛行停止を要請。米軍はいったん受け入れたが、６日後に空中給油を除く運用を再開。その後、両政府で空中給油の再開について協議してきたが、防衛省が５日、６日以降の訓練再開を発表していた。（相原亮）
米軍 オスプレイの空中給油訓練を再開 日本に伝える
ＮＨＫ1月6日 23時44分
アメリカ軍の輸送機、オスプレイが沖縄県名護市の浅瀬で不時着して大破した事故で、アメリカ軍は、停止していた空中給油の訓練を６日に再開したと日本側に伝えました。沖縄では、オスプレイの安全性への不安や配備の撤回を訴える声が強まっています。
先月１３日、アメリカ軍のオスプレイが空中給油の訓練中にプロペラを損傷し、名護市の浅瀬に不時着して大破した事故で、アメリカ軍は、事故の６日後に飛行を再開したのに続き、６日にも空中給油の訓練を再開するとしていました。
オスプレイが配備されているアメリカ軍普天間基地では、６日午前、オスプレイが離陸する様子が確認されていましたが、防衛省関係者によりますと、アメリカ軍は６日に空中給油の訓練を再開したと日本側に伝えてきたということです。
今回の事故をめぐり、アメリカ軍は、オスプレイの機体や構造に問題はなく、再発防止の対策を徹底していると説明しています。
しかし、沖縄ではオスプレイの安全性への不安や配備の撤回を訴える声が強まっていて、翁長知事は「安全性に関する説明が十分とは言えず、大変遺憾だ」と強く反発しています。
オスプレイ空中給油訓練 再開されたかどうか不明
ＮＨＫ1月6日 18時37分
アメリカ軍の輸送機オスプレイが、沖縄県名護市の浅瀬で不時着して大破した事故で、アメリカ軍は、事故のあと停止している空中給油の訓練を６日にも再開するとしていますが、運用上の理由から訓練の日時は明らかにしないとしていて、これまでに訓練が再開されたかはわかっていません。
先月１３日、アメリカ軍のオスプレイが空中給油の訓練中にプロペラを損傷し、名護市の浅瀬に不時着して大破した事故で、アメリカ軍は、事故の６日後に飛行を再開したのに続き、６日にも空中給油の訓練を再開するとしています。
６日午前、アメリカ軍普天間基地のオスプレイや、嘉手納基地の空中給油機が離陸する様子が確認されましたが、これまでに空中給油の訓練が行われたかはわかっていません。
アメリカ軍はＮＨＫの取材に対し、「軍用機の訓練は日米で合意している訓練空域や公海上で行うことになっており、空中給油訓練は沖縄の沖合で実施する。運用上の理由から訓練の日時は明らかにしない」と回答しました。
空中給油の再開について政府が理解を示す一方、沖縄県の翁長知事は「県民が納得できるような安全性に関する説明が十分とは言えず、大変遺憾だ」として強く反発しています。
事故現場付近の住民は
先月起きた事故の現場に近い名護市安部地区で話を聞きました。
事故のあと現場の海で、機体の細かな破片などをボランティアで回収している男性は「まだ機体の残骸は残っていて、回収するたびに、オスプレイの危険性について考えてしまう。安全だから訓練を再開すると言われても、どういう根拠なのかがわからない。アメリカ軍に対しては、不信感を通りすぎて、うそをついているのではないかと疑ってしまう」と話していました。
７０代の男性は「アメリカ軍は安全だと言っているが、あのような事故があったわけだから、空中給油訓練が安全なわけがない。ここの住民は、みんな不安に感じていると思う」と話していました。
別の７０代の男性は「国が勝手に決めているようで、おもしろくない。空中給油訓練中の事故だったので、訓練再開によって、また、ここに落ちるのかもしれないと考えてしまう」と話していました。
那覇市内でも話を聞いたところ、豊見城市の３９歳の男性は「ずいぶん性急だと思う。海上保安庁も全然調査ができなかったし、本当に原因がわかったのだろうか。政府はアメリカの言うことをそのまま聞いているのではないか。国としてちゃんとアメリカに意見しているのか疑問だ」と話していました。
那覇市の５３歳の女性は「またいつ事故が起こるかわからないので、訓練を再開してほしくない。政府はアメリカ軍の言うことしか聞かず、政府もアメリカ軍も信用できない。やはり基地はなくなってほしい」と話していました。
南風原町の４４歳の男性は「しかたがないところもあるし、なんとも言いようがない。基地や訓練がなくなってほしいのはやまやまだが、そうはならないので、現実的にできるだけ生活を邪魔しないでほしい。せめて夜間の訓練はやめてほしい」と話していました。
「再発防止策 幅広くとっている」
菅官房長官は閣議のあとの記者会見で、「防衛省によると、アメリカ側がとった事故の再発防止策は、事故防止に有効と見られる対策を幅広くとっているということだ。アメリカ軍は、今後も空中給油訓練は陸地から離れた海域の上空でしか実施しないことにしており、住宅上空では実施しない。防衛省からは、こうしたことを総合的に勘案して空中給油を再開するのは理解できるという認識を示したという報告を受けている」と述べました。
さらに菅官房長官は、空中給油の再開の時期について、「防衛省は、アメリカ側から本日以降再開すると聞いているが、空中給油の実施は天候等に影響を受けるので、具体的な時間までは報告を受けていないということだ」と述べました。
米軍が空中給油訓練を再開　沖縄のオスプレイ

共同通信2017/1/7 00:15
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米軍普天間飛行場に駐機する新型輸送機オスプレイ＝6日、沖縄県宜野湾市

　在日米軍は6日、昨年12月の不時着事故を受けて休止していた米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の新型輸送機オスプレイによる空中給油訓練を再開した。政府関係者が明らかにした。事故原因が完全に究明されないまま、1カ月弱で再開を容認した日本政府の対応に沖縄の反発は強まっている。

　政府関係者によると、米軍から6日夜までに訓練再開の通知があった。訓練した時間や場所は不明。

　米軍嘉手納基地（沖縄市など）の運用をチェックしている近隣住民によると、空中給油機KC130が2機、6日午前に基地から離陸していた。

政府、原因特定せず「安心」　オスプレイ空中給油再開

琉球新報2017年1月6日 06:30 
　【東京】墜落事故を受けて空中給油訓練が停止されている米軍普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイについて、防衛省は５日午前、米軍が６日以降に同訓練を再開すると発表した。稲田朋美防衛相は「（事故）原因を完全に特定するには至っていない」としたものの、米軍の「安全対策は有効」との説明を受け訓練再開を容認した。「オスプレイが空中給油する能力を維持することは防衛や緊急時の対応の点から重要だ」とも述べた。詳細な事故原因が不明なまま、１カ月もたたずに全面的な飛行再開となる。県内からは「日本政府は米軍の言いなりだ」などと批判の声が上がっている。
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米軍普天間飛行場に駐機する新型輸送機オスプレイ＝５日午後、宜野湾市
　防衛省は米側からの新たな情報として、オスプレイのプロペラと給油機のホースが接触した事故は名護市安部の海岸から約７４キロ離れた公海上の訓練空域「ホテル・ホテル」内で行われた給油訓練時に発生、プロペラ以外に損傷はなかったが「着水」の衝撃で大破したという。搭乗員５人のうち２人が負傷し入院したが、１人は既に退院、残り１人は米国本国の病院に転院した。
　事故の要因は搭乗員の意思疎通、心身の健全性などの「人的要因」、風や乱気流、降雨といった「環境要因」に加え、夜間の空中給油の複雑さが重なり、ホースとプロペラが接触した可能性がある。オスプレイと給油機の間の距離など詳細な事故状況は最終的な調査で確認するとしている。
　菅義偉官房長官は５日の会見で「防衛省、自衛隊の専門的知見に照らした結果、事故防止に有効と認められる対策を幅広くとっていると認められた」と述べた。
　墜落事故は昨年１２月１３日に発生し、米軍は機体の安全性が確認されたとして事故から６日後の同月１９日に飛行を再開した。ただ事故が空中給油訓練中に発生したため、空中給油訓練は行われていなかった。
　米軍は事故原因の調査を継続しているが、事故当時と同様の天候や飛行条件下での同訓練の手順確認、地上でのシミュレーションなど必要な教育を実施したと日本側に説明している。防衛省は米軍の「安全対策」を分析した上で「妥当」だとして訓練再開を認めた。
　防衛省は５日、県や名護市など関係自治体に訓練再開を伝えた。
　訓練再開は天候などの状況で７日以降にずれ込む可能性もある。
オスプレイ訓練再開：名護市、防衛省を批判「つじつま合わない」

沖縄タイムス2017年1月6日 08:06

　米軍オスプレイの空中給油再開が発表されたことを受け、墜落現場を抱える沖縄県名護市の稲嶺進市長は５日、「人的要因、気象など、つじつまが合わない理由を並べていて、なぜ容認できるのか理解できない。専門的知見というのは（米側の）言いなりになる専門ではないのか」と防衛省の対応を批判した。



防衛局の遠藤次長（左）に抗議する名護市の山里副市長（右）＝５日、名護市役所

　名護市が事故に関する疑問点を照会したのに対し、沖縄防衛局の回答が不十分だったと指摘。「地元として納得できるものではない」と強調した。米軍に対しても「四軍調整官の『感謝すべきだ』発言にも表れているように、沖縄を植民地としか見ていない」と非難した。

　この日、防衛局の遠藤仁彦次長が説明のため市役所を訪問。対応した山里将雄副市長は資料の読み上げを「もう読んでいる」と途中で遮り、「再開は認められない。とんでもない」と強い口調で抗議した。

　山里氏はさらに、「まず地元に説明して理解を得た上で再開するのが『丁寧な説明』ではないのか」と追及。稲田朋美防衛相がコメントで「今後とも空中給油訓練は陸地の上空では実施しない」としたことを念頭に、名護市役所上空でホースを延ばす空中給油機の写真（２０１５年撮影）を示して事実関係をただした。

　遠藤氏は「考えられる原因全てに米軍が対策を講じたことが技術的に確認できた」と説明。市側と意見が対立し、「ちゃんと読んでください」「事実と違うことを言われても困る」と語気を強める場面もあった。

防衛局の遠藤次長（左）に抗議する名護市の山里副市長（右）＝５日、名護市役所

オスプレイ空中給油訓練再開　佐賀県不快感　防衛局、経緯と対策報告
佐賀新聞2017年01月06日 09時30分 
	


	在沖縄米軍のオスプレイ空中給油再開に関して佐賀県幹部に説明する九州防衛局の市川道夫企画部長（右）＝佐賀県庁


　防衛省は５日、在沖縄米軍が６日以降に新型輸送機オスプレイの空中給油訓練を再開することを発表した。佐賀空港への自衛隊機配備計画が議論されている佐賀県内からは、説明が不十分なままでの再開に不快感を示す声が上がる一方、配備計画に前向きな関係者は理解を示した。　
　佐賀県庁には九州防衛局の市川道夫企画部長らが訪れ、現時点での事故の調査結果や米側の対策、それに対する防衛省の評価について報告した。市川部長は「相当幅広く対策が取られている。再開に至る手順は妥当で理解できる」との防衛省の考えを説明した。
　県政策部の原惣一郎副部長は「調査継続中という状況での再開に違和感を覚える」と不快感をあらわにした。昨年１２月の事故直後に徹底的な原因究明と情報開示、県民への説明を求めた九州防衛局への申し入れを挙げて「説明責任を果たしたという環境になっていない」と指摘した。「調査継続中での再開を防衛省としてどう思っているのか」とただす場面も見られた。
　説明後、市川部長は「得られた情報については速やかに提供していきたい」と述べたが、説明の場の設定に関しては「現時点で考えていない」と答えた。
　一方、配備計画に前向きな姿勢を示している佐賀商工会議所の井田出海会頭は「オスプレイは航続距離の長さが特徴。空中給油は運用上、不可欠」などと再開に理解を示した。会員企業に佐賀空港への配備の必要性などを問うアンケートは事故をまたいで実施する格好となったが、井田会頭は「国防の観点などから賛成の声が多かった」と説明。「県や佐賀市に配備を求めていく考えに変わりはない」と改めて強調した。
　計画地の地権者が所属する佐賀県有明海漁協の徳永重昭組合長は「ノリ養殖に集中したいので詳しい説明を聞く時間はないが、事故原因の究明は引き続きお願いしたい」と淡々と述べた。
辺野古沖にフロート設置＝沖縄防衛局


防衛省沖縄防衛局が立ち入り禁止区域を示すフロート（海上浮具）を設置するなど、海上作業を本格化させた米軍普天間飛行場移設先の名護市辺野古沖＝６日午後
　防衛省沖縄防衛局は６日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設先とする名護市辺野古の米軍キャンプ・シュワブの沖合に、立ち入り禁止区域を示すフロート（海上浮具）を設置する作業に着手した。フロートは２０１４年８月にも設置されたが、移設をめぐる訴訟で国と県が和解したことから、昨年６月までに撤去されていた。（時事通信2017/01/06-20:28）
日仏ACSA交渉開始　安保強化、中国に自制要求

共同通信2017/1/7 07:00

　【パリ共同】日本、フランス両政府は6日夜（日本時間7日未明）、外務・防衛閣僚協議（2プラス2）をパリで開き、自衛隊とフランス軍が物資や役務を円滑に融通し合う物品役務相互提供協定（ACSA）の締結交渉を開始する方針で一致した。南シナ海の軍事拠点化を進める中国の動向を念頭に、緊張を高める一方的な行動への強い反対を表明し、自制を求めることも確認した。安全保障分野で幅広く連携を強化する。協議の成果を共同発表にまとめた。

日仏防衛相、協力強化で一致　ACSA締結の重要性確認

共同通信2017/1/6 09:22
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フランスのルドリアン国防相（右）と握手する稲田防衛相＝5日、パリ（共同）

　【パリ共同】稲田朋美防衛相は5日夜（日本時間6日未明）、訪問先のパリでフランスのルドリアン国防相と会談し、両国間の防衛協力強化を確認した。自衛隊がフランス軍と物資や役務を融通し合う物品役務相互提供協定（ACSA）締結の重要性でも一致した。

　稲田氏は6日午後（日本時間7日未明）、岸田文雄外相と共に日仏の外務・防衛閣僚協議（2プラス2）に臨む。日仏ACSA締結への交渉開始で合意したい意向だ。

　稲田、ルドリアン両氏は、中国が海洋進出を強める東・南シナ海情勢を念頭に「法の支配」の原則に基づいた紛争の平和的解決が不可欠だとの認識を共有した。

日仏、物資融通協定の交渉開始で一致　燃料や弾薬など
朝日新聞デジタル2017年1月7日09時28分

６日、パリのフランス外務省で開かれた日仏外務・防衛担当閣僚協議（２プラス２）に先立ち、撮影に応じる（左から）稲田朋美防衛相、岸田文雄外相、エロー外相、ルドリアン国防相＝時事
　日仏両政府は６日夜（日本時間７日未明）、外務・防衛担当閣僚会合（２プラス２）をフランス・パリで開き、自衛隊と仏軍が燃料や弾薬などの物資を融通し合う「物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）」の締結交渉を始めることで一致した。日本側からは、岸田文雄外相と稲田朋美防衛相が出席した。
機雷探知、共同研究で一致　日仏防衛相会談
朝日新聞デジタルパリ＝相原亮2017年1月6日12時00分
　稲田朋美防衛相は５日夜（日本時間６日未明）、訪問先のフランス・パリでルドリアン国防相と会談し、機雷の探知技術を共同研究することで一致した。防衛装備品の共同開発に関する昨年１２月の政府間協定発効後、初の協力案件となる。会談では海洋進出を強める中国を念頭に、「法の支配に基づいた平和的解決の重要性」を確認。稲田氏は「フランスは太平洋地域にも領土を有する特別なパートナーだ」とし、ルドリアン氏は「基本的価値を共有する日本との防衛協力の強化を重視している」と応じた。（パリ＝相原亮）
自衛隊と仏軍の災害救援活動に関する協定 交渉入りで合意
ＮＨＫ1月7日 6時59分
日本とフランスの外務・防衛の閣僚会合が、日本時間の７日未明、フランスのパリで開かれ、自衛隊とフランス軍が災害救援活動などで水や燃料を互いに供給できるようにする協定の早期締結を目指した交渉に入ることで合意しました。
日本とフランスの外務・防衛の閣僚会合、いわゆる２＋２は、日本時間の７日未明、フランスの外務省で開かれ、日本から岸田外務大臣と稲田防衛大臣、フランスからエロー外相とルドリアン国防相が出席しました。
会合で、両国の閣僚は、南シナ海で海洋進出を強めている中国を念頭に、拠点構築など緊張を高める一方的な行動に強い反対を表明し、国際法上の義務を順守するよう求めていく方針で一致しました。
そのうえで、フランスが南太平洋に軍の部隊を配置していることを踏まえ、両国がともに太平洋国家として恒常的な協力を目指して対話を強化していくことを確認し、自衛隊とフランス軍が災害救援活動などで水や燃料を互いに供給できるようにする、ＡＣＳＡ＝物品役務相互提供協定の早期締結を目指した交渉に入ることで合意しました。
このあと、両国の閣僚はそろって記者会見し、岸田外務大臣は「法の支配に基づく国際秩序が挑戦を受ける中、海洋における法の支配の徹底を通じ、自由で開かれたインド太平洋を確保すべく、日仏が緊密に連携していくことを確認した」と述べました。
また、稲田防衛大臣は「安全保障上の課題がより複雑化、深刻化している今、世界の平和と安定に責任を有する国が内向きになっている余裕はなく、日仏が安全保障や防衛面でも協力を強化する重要性が高まっている時は今ほどない」と述べました。
防衛相 南シナ海問題で欧州諸国の関与に期待
ＮＨＫ1月6日 18時45分
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稲田防衛大臣は訪問先のフランスで講演し、中国による海洋進出などを念頭に、「力で国益を追求すれば、武力紛争に至ることすら考えられる」と懸念を示したうえで、法の支配に基づく問題の解決に向けてヨーロッパ諸国が関与を強めていくことに期待感を示しました。
フランス・パリを訪れている稲田防衛大臣は、日本時間の６日午後、フランス国防省のシンクタンク「フランス軍事学校戦略研究所」で講演しました。
この中で稲田大臣は中国による海洋進出などを念頭に、「国際法などのルールに基づかず、力を用いて国益を追求することになれば、状況によっては武力紛争に至ってしまうことすら考えられる」と懸念を示しました。
そのうえで稲田大臣は「フランスのルドリアン国防相は、南シナ海の問題は、欧州にも直接、影響を及ぼすと明言し、欧州諸国の海軍にこの地域での常続的で目に見えるプレゼンスを示す策を提案することに言及した。心強く感じている」と述べ、法の支配に基づく問題の解決に向けてヨーロッパ諸国が関与を強めていくことに期待感を示しました。
一方、稲田大臣は「欧州にとって現在のウクライナ情勢は、冷戦後最大の挑戦の１つといえる。またシリア危機は喫緊の人道問題であり、中東や欧州のみならず、国際社会の安定を揺るがしている」と指摘しました。
日仏外相会談 ＥＰＡ交渉“早期の大枠合意目指す”
ＮＨＫ1月7日 5時45分
フランスを訪問している岸田外務大臣は、日本時間の７日未明、エロー外相と会談し、世界で保護主義への懸念が広がる中、自由貿易を主導するため、日本とＥＵ＝ヨーロッパ連合のＥＰＡ＝経済連携協定の交渉について、早期の大枠合意を目指すことで一致しました。
この中で、両外相は、イギリスのＥＵ離脱をめぐって、企業活動への影響を最小限にとどめるため連携して対応していくことを確認しました。
そのうえで、世界で保護主義への懸念が広がる中、自由貿易を主導するため、日本とＥＵのＥＰＡの交渉について、可能なかぎり早期の大枠合意を目指すことで一致しました。
岸田大臣は会談のあと記者団に対し、「基本的価値を共有する欧州の主要国フランスと安全保障、防衛分野での連携を深めるとともに、自由貿易の旗を高く掲げて、国際社会の平和と繁栄のために引き続き協力を深めていきたい」と述べました。
日米韓、対北朝鮮で連携強化示す　ワシントンで外務次官協議

共同通信2017/1/6 10:371/6 10:42updated
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5日、ワシントンで記者会見する（左から）韓国の林聖男外務第1次官、ブリンケン米国務副長官、杉山晋輔外務事務次官（共同）

　【ワシントン共同】日米韓3カ国は5日、ワシントンで外務次官協議を開き、核・ミサイル開発を続ける北朝鮮への対応で連携強化を続けることを確認した。米国はオバマ政権からトランプ次期政権への交代を間近に控え、韓国では政局が流動的になっているが、「3カ国の結束に揺るぎはない」とアピールした。

　杉山晋輔外務事務次官とブリンケン米国務副長官、韓国の林聖男外務第1次官が出席。中国を念頭に、アジア太平洋での国際法に基づいた海洋秩序や南シナ海の非軍事化の重要性も強調した。

蓮舫氏「連合と両思い」＝野党共闘で溝、結束回復に躍起
　民進党の蓮舫代表は６日、連合東京の新春の集いに出席し、「私たちは相思相愛、両思いだ。今年もぜひ一緒に協力し、目指すべき社会を実現したい」と述べた。民進党は次期衆院選の野党共闘をめぐり、共産党との連携に反対を唱える連合との間で溝ができていることから、蓮舫氏は結束の回復に躍起となった。（時事通信2017/01/06-17:33）
政府 共謀罪新設法案 通常国会提出へ最終調整
ＮＨＫ1月7日 4時50分
政府は、世界各地でテロ事件が相次ぐ中、各国と協調してテロ対策を強化する必要があるとして、いわゆる共謀罪を新設する法案を今月召集される予定の通常国会に提出する方向で最終調整に入りました。いわゆる共謀罪の新設には根強い反対論があり、政府にとっては、法整備の必要性に幅広い理解を得られるかどうかが課題になります。
世界各地でテロ事件が相次ぐ中、ことしイタリアで開かれるＧ７サミットではテロ対策が主要議題の１つに取り上げられる見通しで、政府は、３年後の東京オリンピック・パラリンピックもにらみ、各国と協調してテロ対策を強化する必要があるとしています。
政府は、その一環として、テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となる、いわゆる共謀罪について、適用される組織を限定し、構成要件に資金の確保などの具体的な準備行為を加え、罪名も「テロ等準備罪」に変更した、組織犯罪処罰法の改正案を今月２０日に召集される予定の通常国会に提出する方向で最終調整に入りました。
菅官房長官は記者会見で、「世界で１８７か国が国際組織犯罪防止条約を締結し、邦人が犠牲になったテロも発生しているが、Ｇ７ではわが国だけが条約に加盟していない」と述べ、条約の締結に向けて法整備を進める考えを示しました。
ただ、いわゆる共謀罪の新設には根強い反対論があり、過去３回、国会に提出された法案はいずれも廃案になっていて、民進党などからは「処罰の対象となる組織や行為が依然として不明確だ」といった指摘が出ています。
このため、政府にとっては、法整備の必要性に幅広い理解を得られるかどうかが課題になります。
「共謀罪」政府案、６７６の罪が対象　国会に法案提出へ
朝日新聞デジタル1/7(土) 3:23配信 
　犯罪の計画段階で処罰する「共謀罪」の構成要件を変えた「テロ等準備罪」を新設する法案の概要が判明した。対象となる犯罪は殺人や覚醒剤の密輸など６７６に上っており、政府は最終的な内容を詰める与党協議を経たうえで、通常国会に提出する見通しだ。
　「共謀罪」法案はこれまで２００３～０５年に計３回、国会に提出されたが、野党や世論の反発でいずれも廃案になった。共謀の概念が広く、「市民団体や労働組合も処罰される」といった懸念が出たためだ。
　２０２０年の東京五輪などを控え、政府は過去の法案を修正。世界各地でテロが相次ぐ中でテロ対策を強調したうえ、適用の対象を「組織的犯罪集団」に限定することにした。
　さらに、犯罪を実行するための「準備行為」を要件とする。具体的には資金の調達や現場の下見を想定している。政府は、国際組織犯罪防止条約の締結を目指しており、そのためには国内法の整備が必要だとして、通常国会の会期中の成立を目指す方針だ。
共謀罪「一般人は対象外」＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は６日の記者会見で、いわゆる「共謀罪」を創設するための組織犯罪処罰法改正案を２０日召集の通常国会に提出することについて「政府が検討しているのはテロ等準備罪であり、従前の共謀罪とは別物だ。犯罪の主体を限定するなど（要件を絞っているため）一般の方々が対象になることはあり得ない」と述べ、理解を求めた。（時事通信2017/01/06-12:37）
各省連携しテロ対策を、菅氏訓示　事務次官連絡会議で

共同通信2017/1/6 13:311/6 13:32updated
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首相官邸で開かれた中央府省庁の事務次官連絡会議＝6日正午ごろ

　菅義偉官房長官は6日、首相官邸で開いた中央府省庁の事務次官連絡会議で年頭の訓示を述べ、各府省庁が連携してテロ対策に取り組むよう指示した。「世界各国でテロ事件が発生している。省庁の枠を超えて情報を提供し、協力するようお願いしたい」と強調。中央官庁職員の働き方改革推進も求めた。

　普段出席しない内閣法制局の横畠裕介長官と宮内庁の山本信一郎長官も参加した。

　政府は20日召集の通常国会で、天皇陛下の退位を巡る法整備を目指している。両長官の出席は、法案の準備や国会審議に備えて政府内の意思疎通を図るのが狙い。山本氏は会議で、皇室関連行事での各省庁の協力に謝意を伝えた。

「韓国は面倒な国」＝二階自民幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は６日のＢＳフジの番組で、韓国・釜山の日本総領事館前に慰安婦を象徴する少女像が設置された問題について、「韓国は大事な国には違いないが、話し合っていくのには面倒な国だ」と不快感を示した。
　二階氏は設置された少女像について、「ほっておいたらどういう結果を生むか考えれば分かることだ。時間を置くことも大事ではないか」と述べ、韓国側の対応を見守る考えを示した。（時事通信2017/01/06-23:45）
韓国外相、日本大使に遺憾表明＝少女像問題、次期政権に－関係停滞長期化も


６日、ソウルで、韓国の尹炳世外相との会談を終え、外務省を出る長嶺安政駐韓大使（左）
　【ソウル時事】韓国南東部・釜山の日本総領事館前に少女像が設置された問題で、日本政府が長嶺安政大使の一時帰国など対抗措置を発表したことを受け、尹炳世外相は６日午後、長嶺大使を呼んで約１時間会談し、「遺憾の意」を表明した。尹外相と長嶺大使はまた、慰安婦問題に関する日韓合意を着実に履行していく立場を再確認した。
　日本政府は、少女像の設置が合意に反するだけでなく、外国公館の安全や権威維持をうたったウィーン条約にも違反しているとして、即時撤去を求めている。長嶺大使はこうした立場を伝えたとみられる。
　釜山の少女像に対し、韓国政府は撤去への具体的な措置を取れない状況だ。朴槿恵大統領の親友、崔順実被告の国政介入事件を受け、弾劾訴追案が可決され、職務停止となる中、ソウルの日本大使館前にある少女像を含め、問題解決は次期政権に持ち越される可能性が高い。勢いを増す野党は、合意の破棄を求めており、次期政権の対応次第では日韓関係が長期停滞局面に入る恐れもある。（時事通信2017/01/06-20:39）
韓国外相が日本大使呼ぶ　少女像設置巡る一時帰国で

共同通信2017/1/6 19:19

　【ソウル共同】韓国の尹炳世外相は6日、日本の長嶺安政駐韓大使をソウルの外務省に呼んだ。釜山の日本総領事館前に従軍慰安婦の被害を象徴する少女像が設置されたことを受け、日本政府が長嶺氏の一時帰国を決定したことへの事実上の抗議とみられる。

　尹氏は長嶺氏に、少女像は市民団体が設置したものだと強調し、日韓関係全体に影響を及ぼすべきではないとの立場を伝えたとみられる。
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ソウルの韓国外務省に入る長嶺安政駐韓大使＝6日（聯合＝共同）[image: image14.jpg]£040) GA1E) We1S) 24578 Ll




破られているのが見つかった少女像付近の横断幕＝6日、韓国・釜山（聯合＝共同）

　一方、最大野党「共に民主党」の報道官は6日、一昨年末の日韓合意以来、日本政府がソウルの日本大使館前の少女像撤去を念頭に、韓国側に「合意を履行しろと脅迫」してきたと批判。韓国政府に合意破棄を要求した。

韓国 日本の大使呼び遺憾の意 少女像への対抗措置で
ＮＨＫ1月6日 19時05分
韓国プサン（釜山）の日本総領事館の前に、慰安婦問題を象徴する少女像が設置されたことに対する日本政府の措置について、韓国のユン・ビョンセ（尹炳世）外相は、韓国駐在の長嶺大使を呼んで会談し、遺憾の意を伝えました。
韓国南東部のプサンでは先月３０日、日本総領事館の前に学生などで作る団体が慰安婦問題を象徴する少女像を設置し、日本政府は６日、当面の対抗措置として、韓国に駐在する長嶺大使らを一時帰国させ、緊急時に通貨を融通しあう通貨スワップ協定の再開に向けた協議を中断することなどを発表しました。
これを受けて、韓国のユン・ビョンセ外相は６日夕方、長嶺大使を韓国外務省に呼び、およそ１時間にわたって会談しました。
韓国外務省によりますと、会談でユン外相は、日本の対抗措置について遺憾の意を伝えたということです。
そのうえで、「両者は慰安婦合意を着実に履行していくという立場を再確認するとともに、両国関係を継続的に発展させていかなければならないという点で一致した」としています。
これに先立ち、韓国外務省のチョ・ジュンヒョク報道官は、「日本政府の措置は非常に遺憾だ」としたうえで、「両国間に困難な問題があったとしても信頼に基づいて継続して関係を発展させていかなければならないという点を改めて強調したい」と述べました。
また、企画財政省もコメントを発表して遺憾の意を示しましたが、その一方で「政治や外交に関係なく、経済と金融の分野での協力が継続されることを願っている」とも表明し、経済面に影響が及ばないことに期待をにじませました。
少女像設置した団体は
日本政府の対抗措置について、像を設置した団体がコメントを発表し、日本政府の対応を非難したうえで、「日本政府は慰安婦問題をはじめとする植民地支配と戦争犯罪について、公式な謝罪と法的な賠償を行わなければならない」と主張しました。
さらに、韓国政府に対しても「日本にあいまいな態度をとり続けるのならば、国民の怒りはさらに高まるだろう」として、慰安婦問題をめぐる日韓両政府の合意は見直すべきだと主張しました。
韓国メディアも詳しく報道
日本政府が発表した対抗措置について、韓国の各メディアもその内容を詳しく報道しています。
このうち、公共放送ＫＢＳは、午後５時からのニュースで、「日本政府が少女像の撤去を要求し、報復措置を発表した」としたうえで、東京から特派員が菅官房長官の記者会見の様子などを詳しく伝えました。
慰安婦合意、履行へ圧力＝駐韓大使、来週一時帰国－政府
　政府は６日、韓国・釜山の慰安婦を象徴する新たな少女像設置を受けて、長嶺安政駐韓大使の一時帰国など異例の対抗措置に踏み切った。慰安婦問題に関する日韓合意の履行を迫り、韓国政府に圧力をかける狙いがある。長嶺氏は来週帰国し、数日間滞在して韓国に戻る見通しだが、与党内にはさらに強力な対応を求める声もある。
　「日韓両政府が責任を持って合意を実施していくことが重要で、これに逆行することは建設的ではない」。安倍晋三首相は６日、バイデン米副大統領との電話会談で、韓国政府に合意の履行を求めていく考えを示した。
　大使の一時帰国は、外交関係断絶につながる召還には至らないまでも、韓国側に「日本の強い決意を示す」（外務省幹部）という狙いがある。２０１０年には、ロシアのメドベージェフ大統領（現首相）の北方領土訪問に抗議し、当時の河野雅治駐ロ大使を５日間、一時帰国させている。（時事通信2017/01/06-19:31）
政府、駐韓大使の一時帰国決定　少女像で対抗措置

共同通信2017/1/6 12:17

　政府は6日、韓国・釜山の日本総領事館前に慰安婦被害を象徴する少女像が設置されたことを受け、当面の措置として長嶺安政駐韓大使を一時帰国させる対抗措置を決定した。慰安婦問題に関する日韓合意の誠実な履行に反すると判断した。菅義偉官房長官が記者会見で明らかにし「日韓関係に好ましくない影響を与える。領事機関の威厳などを侵害する。極めて遺憾だ」と批判した。
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記者会見で駐韓大使の一時帰国などを発表する菅官房長官＝6日午前、首相官邸

　金融危機時にドルなどを融通し合う「通貨交換（スワップ）協定」の再開に向けた協議も中断する。ほかに、釜山総領事館職員による釜山市関連行事への参加見合わせ、「日韓ハイレベル経済協議」の延期の措置も決めた。

日韓関係、また冷却化へ＝少女像撤去の見通し立たず


韓国・釜山の日本総領事館前に設置された慰安婦を象徴する少女像＝２０１６年１２月３１日
　【ソウル時事】韓国・釜山の日本総領事館前での少女像設置を受け、日本政府が６日、長嶺安政駐韓大使の一時帰国など対抗措置を発表したことで、２０１５年１２月の慰安婦問題をめぐる政府間合意を機に好転するかに見えた日韓関係が再び冷却するのは避けられない見通しとなった。
　韓国外務省は同日、「大変遺憾に思う」との論評を発表。「両国間で難しい問題があっても、政府間の信頼関係を基に、日韓関係を引き続き発展させていかなければならない」と強調した。
　ただ、釜山の総領事館前の少女像をめぐっては、釜山市東区がいったん強制的に撤去したものの、市民からの激しい抗議を受けて、一転、設置を認めた経緯がある。このため、再び撤去するのは極めて困難で、見通しは立っていない。
　韓国外務省も論評の中で「難しい問題」があることは認めたものの、少女像問題への具体的な対応には触れなかった。
　慰安婦合意を主導した朴槿恵大統領は、国会の弾劾訴追案可決で職務停止に追い込まれている。野党は慰安婦合意の履行中断や再協議を求めており、日本の対抗措置に強く反発するのは必至だ。（時事通信2017/01/06-12:55）
少女像撤去の見通し立たず 日韓関係悪化は不可避
ＮＨＫ1月7日 5時18分
政府は、慰安婦問題を象徴する少女像が新たに設置されたことへの対抗措置として、韓国に駐在する大使を一時帰国させることなどを決めましたが、少女像が撤去される見通しは立っておらず、改善の流れにあった日韓関係が再び悪化するのは避けられない情勢です。
政府は、韓国プサン（釜山）の日本総領事館の前に慰安婦問題を象徴する少女像が新たに設置されたことに抗議し、当面の対抗措置として、韓国に駐在する長嶺大使らを一時帰国させることや、緊急時に通貨を融通し合う「通貨スワップ協定」の再開に向けた協議を中断することなどを決めました。
政府は「少女像の設置は、慰安婦問題を最終的かつ不可逆的に解決することを確認した日韓両政府間の合意だけでなく、国際条約にも反している」として、韓国側に対し、ソウルの日本大使館の前に設置された少女像も含めて、早期に撤去するよう求めていくことにしています。
菅官房長官は６日の記者会見で、「韓国はまさに隣国で極めて重要な国だ。今回、このような措置を取らざるをえなかったのは極めて残念だが、国と国として約束したことは履行してほしいという強い思いだ」と述べました。
政府としては、核実験や弾道ミサイルの発射を繰り返す北朝鮮に対応するためにも、日韓関係の悪化は避けたい考えで、防衛協力などは推進する方針です。
ただ、韓国のパク・クネ（朴槿恵）大統領の職務が停止されて求心力が低下する中、少女像が撤去される見通しは立っておらず、改善の流れにあった日韓関係が再び悪化するのは避けられない情勢です。
韓国駐在の長嶺大使ら一時帰国へ 少女像設置で対抗措置
ＮＨＫ1月6日 11時28分
菅官房長官は閣議のあとの記者会見で、韓国プサン（釜山）の日本総領事館の前に、慰安婦問題を象徴する少女像が設置されたことは極めて遺憾だとして、当面の対抗措置として、韓国に駐在する長嶺大使らを一時帰国させることなどを発表しました。
この中で、菅官房長官は、韓国プサンの日本総領事館の前に慰安婦問題を象徴する少女像が設置されたことについて、「おととしの日韓合意では、慰安婦問題が最終的で不可逆的に解決されることを確認している。にもかかわらず少女像が設置されたことは、日韓関係に好ましくない影響を与えるとともに、ウィーン条約に規定する領事機関の威厳等を侵害するもので極めて遺憾だ」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は、当面の対抗措置として、韓国に駐在する長嶺大使と森本プサン総領事の一時帰国、緊急時に通貨を融通しあう通貨スワップ協定の再開に向けた協議の中断、日韓ハイレベル経済協議の延期、それにプサン総領事館の職員による、プサン市関連行事への参加見合わせを発表しました。
そして、菅官房長官は「政府としては少女像を早急に撤去するよう、引き続き韓国政府や関係自治体に強く申し入れていく。引き続き韓国側に対し、少女像の問題を含め、日韓合意の着実な実施を求めていきたい」と述べたうえで、すでに対抗措置を講じることを韓国側に通報したことを明らかにしました。
また菅官房長官は、記者団が対抗措置をいつまで続けるのか質問したのに対し、「状況を総合的に判断して対応していきたい」と述べるとともに、「韓国はまさに隣国で極めて重要な国だ。そういう中で、今回このような措置をとらざるを得なかったのは極めて残念だが、そこはお互いに国と国として約束したことは履行してほしいという強い思いだ」と述べました。
石破氏 出たとこ勝負でない対応を
石破前地方創生担当大臣は東京都内で記者団に対し、「政府は、出たとこ勝負ではなくて、どういう収め方をしていくのか判断しながら対応しなければならない。日韓両国で、お互いに感情がエスカレートしていくことは決してよいことではなく、この地域の平和と安定のために何が一番大事で、北朝鮮を利することがないように何をすべきか、よくよく考える必要がある」と述べました。
大使の一時帰国は過去にも
外務省によりますと、抗議の意思を示すため、韓国に駐在している日本の大使を一時帰国させるのは、平成２４年８月に、当時のイ・ミョンバク（李明博）大統領が島根県の竹島に上陸したことを受けて、当時の武藤大使を帰国させた時以来です。この時は１０日余り、韓国に大使が不在となりました。
このほか、平成２２年１１月に、当時ロシアの大統領だったメドベージェフ氏が北方領土の国後島を訪問した際や、平成２４年７月に、中国が沖縄県の尖閣諸島の周辺で領海侵入を繰り返した際にも、日本政府は、対応を協議するためなどとして、大使を一時帰国させました。
今回の対応について、外務省幹部は「日本がとった措置は強いものだが、韓国との扉を閉ざしたわけではなく、よい方向に向かうよう願っている」と話しています。
「日本政府はしっかり抗議を」　少女像巡り自民・下村氏
朝日新聞デジタル2017年1月6日20時58分

下村博文氏
■下村博文・自民党幹事長代行
　（韓国・釜山の日本総領事館前に慰安婦問題を象徴する「少女像」が設置されたことについて）非常に残念ですね。安倍総理と（韓国の）朴大統領との関係で結論が出たと思っていましたけれども、それを翻すような対応ですから。日本政府としてしっかり抗議をしてもらいたいと思います。（２０１５年末の日韓合意について）国と国との約束は、しっかりと韓国側も守ってもらいたいと思います。（少女像設置に対する日本政府の対抗措置は）当然ですね。（自民党本部で記者団に）
首相 米副大統領に「慰安婦問題の日韓合意履行が重要」
ＮＨＫ1月6日 13時46分
安倍総理大臣は、アメリカのバイデン副大統領と電話で会談し、慰安婦問題をめぐる日韓両政府の合意について、バイデン副大統領が、アメリカ政府として支持しており着実な履行に期待を示したのに対し、安倍総理大臣は、日韓両政府が合意を着実に履行していくことが重要だという認識を伝えました。
この中で、バイデン副大統領は、おととし１２月の慰安婦問題をめぐる日韓両政府の合意について、「アメリカ政府として合意を支持しており、双方によって着実に履行されることを強く期待する」と述べました。
これに対し、安倍総理大臣は「日韓両政府が責任を持って実施していくことが引き続き重要であり、これに逆行することは建設的ではない」と述べ、関係強化に向けて、日韓両政府が合意を着実に履行していくことが重要だという認識を伝えました。
また安倍総理大臣は、バイデン副大統領が今月２０日、任期を終えることを踏まえ、「この４年間、日米同盟は幅広い分野で協力を深め、かつてないほど強固な『希望の同盟』となった。背景にはバイデン副大統領のような強力な理解者の存在があったことを忘れない」と述べ、謝意を伝えました。
これに対し、バイデン副大統領は「先月の真珠湾での安倍総理大臣のステートメントは、和解とは何かを示すものだった。安倍総理大臣は地域が必要としているリーダーシップを提供しており感謝したい」と応じました。
釜山少女像、即時撤去を＝外務次官が韓国に要求
　【ワシントン時事】訪米中の杉山晋輔外務事務次官は５日、日米韓３カ国の次官協議に先立って韓国の林聖男外務第１次官とワシントンで会談し、韓国・釜山の日本領事館前に設置された慰安婦を象徴する少女像について「到底許容できない」と述べ、即時撤去するよう求めた。杉山次官が明らかにした。
　杉山次官は、慰安婦問題の最終解決をうたった２０１５年末の日韓合意に触れ、「日本は既に（合意に基づく）１０億円の拠出を済ませ、ソウルの日本大使館前の少女像撤去について、韓国の努力を固唾をのんで見守っていた」と指摘。「そのような中での新たな像の建立は、韓国が大切な合意の基礎を一方的に崩すことを意味する。直ちに撤去すべきだ」と強調した。
　これに対し、林次官は「合意を着実に履行していく立場に変わりはない。申し入れの内容は確実に、中央政府の責任者に伝達する」と応じたという。
　杉山次官は林次官に、駐韓大使の一時帰国などの対抗措置も説明したとみられる。
　杉山次官はこの後、ブリンケン米国務副長官とも会談。杉山次官が「日韓合意に逆行することは建設的でない」との考えを示したのに対し、ブリンケン副長官は「合意が双方によって着実に履行されることを強く期待する」と語った。（時事通信2017/01/06-12:48）
少女像設置は「非建設的」＝安倍首相－米副大統領、着実な履行期待
　安倍晋三首相は６日、バイデン米副大統領と電話で会談した。韓国・釜山の日本総領事館前に慰安婦を象徴する少女像が設置されたことを念頭に、バイデン氏は「米政府として慰安婦問題に関する日韓合意を支持しており、着実に履行されることを強く期待する」と述べた。首相は「日韓両政府が責任を持って実施していくことが重要で、これに逆行することは建設的ではない」と応じた。
　首相は、日米同盟について「かつてないほど強固な希望の同盟だ」との認識を示した。昨年末の真珠湾訪問で「オバマ大統領とともに日米の和解の価値を世界に向けて発信できた」と強調した。（時事通信2017/01/06-13:18）
韓国外務省「日本の対抗措置は非常に遺憾」
ＮＨＫ1月6日 13時18分
韓国プサン（釜山）の日本総領事館の前に、慰安婦問題を象徴する少女像が設置されたことについて、日本政府が韓国に駐在する長嶺大使らを一時帰国させることなど、当面の対抗措置を発表したことについて、韓国外務省は論評を発表し、「日本政府の措置は非常に遺憾だ」として懸念を示しました。
この問題は、先月３０日、韓国南東部のプサンにある日本総領事館の前に学生などで作る団体が慰安婦問題を象徴する少女像を設置したもので、日本政府は当面の対抗措置として、韓国に駐在する長嶺大使を一時帰国させるなどの対抗措置を発表しました。
これについて、韓国外務省は論評を発表し、「日本政府の措置は非常に遺憾だ」として懸念を示しました。そのうえで、「韓国政府としては、両国間に困難な問題があったとしても、信頼に基づいて継続して関係を発展させていかなければならないという点を改めて強調したい」と述べました。
この問題をめぐって韓国外務省は「基本的には該当の機関が法律にしたがって判断する事案だ」と述べ、撤去するかどうかは、像が設置された歩道を管理するプサン市東区の判断に委ねる考えを示し、韓国政府として問題解決に向けて動くことには消極的な姿勢を見せています。
韓国ではパク・クネ（朴槿恵）大統領の職務が停止され求心力が低下する中、韓国政府が主体となって像を撤去すれば、世論の反発が強くなることを懸念していると見られ、今後、日本政府の対抗措置を受けてどのように対応するかが注目されます。
韓国 慰安婦問題めぐる日韓合意 文書一部公開命じる判決
ＮＨＫ1月7日 0時08分
慰安婦問題をめぐる日本と韓国の合意について、韓国の市民団体が外交交渉の内容を記録した文書を公開するよう求めている裁判で、ソウルの行政裁判所は、一部を公開するよう韓国外務省に命じる判決を言い渡しました。韓国外務省は控訴するかどうか検討しています。
この裁判は、慰安婦問題をめぐり、日韓両政府がおととし１２月に合意したことについて、韓国の弁護士らで作る団体が交渉過程を明らかにすべきだとして、韓国外務省に対し、交渉の内容を記録した文書を公開するよう求めているものです。
韓国メディアによりますと、６日、ソウルの行政裁判所は「慰安婦問題は、韓国国民全体にとって重要な事案だ」と指摘したうえで、「どのようにして合意に至ったのか、韓国国民は知る必要がある」などとして、韓国外務省に文書の一部を公開するよう命じる判決を言い渡しました。
韓国メディアによりますと、裁判所が公開するよう命じたのは、日韓の合意事項の中にある「軍の関与」という表現をめぐり、合意前に１２回にわたって行われた両国の外務省局長協議で、どのような話し合いがあったのかを記録した文書などだということです。
韓国外務省は、控訴するかどうか検討しています。
安倍首相「解散考えてない」
　安倍晋三首相は６日夜、東京都内で荒井広幸元参院議員らと会食した。出席者によると、首相は衆院解散を「今年は全く考えていない」とした５日の新年互礼会あいさつでの自身の発言について、「今月ないと言えば、かえって来月はあるのかということになる。だから、今年はないと言った」と説明。その上で「解散は全く考えていない」と重ねて強調したという。
　首相の５日の発言をめぐっては、首相に近い政府筋が「今年ではなく、今月の言い間違いだった」と軌道修正していた。（時事通信2017/01/06-23:39）
党員１２０万へ腐心＝各種団体に協力依頼－自民
　自民党が党員獲得に腐心している。二階俊博幹事長が先頭に立ち、次期衆院選をにらんで各種団体に協力を呼び掛け、党本部では各地方の物産展を開催するなどしている。党員数は増加傾向が続いているものの、２０１４年から目標に掲げている１２０万人に到達するかどうかは不透明だ。
　同党は３月にも１６年の党員数を公表する予定で、現在は各都道府県連で集計作業を続けている。党関係者は６日、「ふたを開けてみないと分からない」と語った。
　党員数は１９９１年の約５４７万人がピーク。０９年の野党転落後に１００万人を割り込んだ。政権復帰後は１３年に約７８万人、１４年に約９０万人と増えており、１５年は９８万７１８２人まで回復した。ただ、１２０万人に達するには、近年を上回るペースの拡張が必要だ。
　二階氏は昨年８月の就任以来、折に触れて党員獲得の重要性を強調してきた。要望に訪れた団体幹部には「党員が足りない」と協力を依頼。物産展に集まった人には「入党の運動が盛んになってきた。これがあってこそ自民党も成り立つ」と支援を訴えた。二階氏は「相当の成果を挙げた」と語っており、手応えを感じているようだ。（時事通信2017/01/06-18:33）
安倍首相、１０日に小池氏と会談＝都議選対応など協議か
　安倍晋三首相が東京都の小池百合子知事と１０日に首相官邸で会談することが６日、決まった。都議会自民党と対立する小池氏は夏の都議選に自身の政治塾から候補を擁立する意向を示しており、会談では都議選対応をめぐり意見が交わされる見通しだ。２０２０年東京五輪・パラリンピックに向けた準備についても協議するとみられる。（時事通信2017/01/06-20:24）
首相が小池都知事と10日会談へ　五輪費用負担協議か

共同通信2017/1/6 20:21

　首相官邸は6日、安倍晋三首相と東京都の小池百合子知事が10日に官邸で会談すると発表した。2020年東京五輪・パラリンピックの費用負担問題などを協議するとみられる。首相と小池氏が会談するのは昨年8月以来。

　大会組織委員会は昨年12月、大会総予算の大枠を1兆6千億～1兆8千億円と示した。組織委が全額負担することになっていた仮設施設の整備費を都や他の開催自治体、国がどう分担するかが焦点になっている。

自民 二階幹事長「都議選は公明と一緒に戦いたい」
ＮＨＫ1月6日 13時22分
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自民党の二階幹事長は、公明党東京都本部の会合であいさつし、ことし夏の東京都議会議員選挙について「協力できるところは協力し、一緒になって選挙を戦いたい」と述べ、公明党と連携して取り組みたいという考えを示しました。
この中で、二階幹事長は「公明党と自民党が共に手を携えて協力してきた歴史が、今の日本の政治の歩みだと思う。私どもはその実績を十分考慮しながら、いろいろなことに対応していかなければならない」と述べました。
そのうえで、二階氏は、ことし夏の東京都議会議員選挙について、「重要な選挙であり、協力できるところは大いに協力し、一緒になって選挙を戦っていきたい」と述べ、公明党と連携して取り組みたいという考えを示しました。
一方、公明党の山口代表は「政治の安定を図るためには、地方政治の基盤を固めることが重要だ。今、東京都政は国民の注目を浴びているが、改革も重要だが継続性も大事だ。長い間、都政の安定を保ってきた要が都議会公明党だったと誇りに思っており、力を与えてもらいたい」と述べ、都議会議員選挙に全力を挙げる考えを重ねて示しました。
小池氏、４０人規模擁立へ＝「勝てる候補者」－今夏の都議選


定例記者会見をする小池百合子東京都知事＝６日午後、都庁
　東京都の小池百合子知事が今夏の都議選（定数１２７）に４０人規模の候補者擁立を目指していることが６日、分かった。関係者によると、擁立するのは自らの政治塾「希望の塾」の塾生や現職都議らで、月内にも塾を運営する政治団体「都民ファーストの会」の１次公認候補を発表する。
　小池氏は６日の記者会見で「改革の同志が挑戦でき、勝利を収められる方策を、あらゆる選択肢を持って進めたい」と強調。塾から擁立する候補については「他の候補の顔触れにより条件は異なると思うので、地域や選挙区に合った、勝てる候補者ということに尽きる」と述べた。　
　都議会は現在、最大会派の自民が昨年末に離脱表明した３人を除くと５７議席、公明が２３議席などとなっている。小池氏は、都政運営をスムーズに進めるため、対立する都議会自民党の重鎮がいる選挙区を中心に候補を送り込む考え。友好関係を築きつつある都議会公明党などと連携し、自らの支持勢力による過半数獲得を目指す。
　希望の塾は７日に、都議選出馬を目指す塾生の選抜試験を実施。約１６００人が参加する方向で、論文や筆記試験などを通じ、候補者を絞り込む。
　一方、小池氏は公明などとの選挙協力について「（重要なのは）東京大改革を進める仲間であることが確認できるかどうかだ」と指摘。その上で「選挙の時だけ互いに力を貸したり、借りたりして、その後どうなるか分からないでは困る」と述べた。（時事通信2017/01/06-17:44）
小池知事「都議選で勝利目指す」　政治塾から候補者擁立へ

共同通信2017/1/6 18:14
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今年最初の定例記者会見で東京都議選について言及した小池百合子知事＝6日午後、都庁

　東京都の小池百合子知事は6日、今年最初となる定例記者会見で、夏の都議選に向け「改革の同志が多く挑戦し勝利を収められるよう、あらゆる選択肢をもって進めていく」と述べ、強い意欲を示した。小池氏の政治塾からの候補者選びを進めるとともに、自身を支持する現職議員らを支援する方針だ。

　候補擁立の規模は「改革派がマジョリティー（多数派）を占めるために、流動的な政治力学を考えながら判断する」と話すにとどめたが、関係者によると30～40人規模を目指すという。

　既存政党との協力は「選挙の時だけでなく、東京大改革を進める仲間であることが確認できるか」がポイントと指摘した。

小池知事保育士給与2万円上乗せ　都17年度予算案

共同通信2017/1/6 20:52

　東京都の小池百合子知事は6日、待機児童解消に向けて保育人材を確保するため、保育士1人当たりの給与の月額として約2万円を新たに補助する方針を明らかにした。都は既に1人当たり約2万円を助成しており、今回の上乗せ分と合わせ2017年度予算案に244億円を盛り込む。

　都によると、勤務年数に応じて給与が上がる制度を導入する保育所が対象。小池知事は「都にとって重要な課題で、予算を継続的に注入したい」と述べた。

　また、美術館や歴史的建造物を会議場などとして活用する事業の推進を目指し、情報発信のため3億円を計上する。

都議選で支援要請＝連合新年会に異例出席－萩生田副長官
　萩生田光一官房副長官は６日、東京都内で開かれた連合東京の新春の集いであいさつし、今夏の都議選などを念頭に、「職場を離れて地元に帰ったら自民党の素晴らしい候補がいるので、ご支援いただければ大変ありがたい」と述べ、自民党への支援を求めた。自民党政権の幹部が民進党最大の支持母体である連合の新年会に出席するのは異例。野党共闘をめぐり民進党と対立する連合を取り込む思惑がありそうだ。
　会合では、連合の神津里季生会長が「民進党との関係は揺るぎない」と強調する場面もあった。自民党東京都連総務会長も務める萩生田氏は、「（連合と民進党に）手を突っ込んで水を差すつもりはない。それはそれで頑張っていただきたい」とも語った。
　萩生田氏はあいさつで、「安倍内閣は働き方改革で神津会長をはじめ現場の声を聞いて政策を練り上げ、賃上げも実現してきた」と指摘。長時間労働の是正に取り組む姿勢もアピールした。（時事通信2017/01/06-15:49）
公明に連携呼び掛け＝小池都知事－二階氏も都議選協力訴え
　東京都の小池百合子知事は６日、公明党都本部が都内で開いた賀詞交歓会に出席し、「これまでの公明党との信頼関係をベースに、今度は都政で共通項を確実なものにしていきたい」と述べた。小池氏は夏の都議選に自前の候補者を擁立する意向で、都議選後もにらみ公明党に連携を呼び掛けた形だ。
　これに先立ち、自民党の二階俊博幹事長も同会合であいさつし、都議選について「（公明党と）協力できるところは大いに協力し、一緒になって戦っていきたい」と訴えた。都議会公明党が自民党との協力関係解消を打ち出したことを踏まえ、修復を図る狙いがあるとみられる。
　公明党の山口那津男代表は同会合で「都政は注目を浴びている。都政の長い間の安定を保ってきた要の役割が都議会公明党だ」と述べたが、小池知事との関係の在り方には言及しなかった。　（時事通信2017/01/06-13:29）
保育士の給与 月額２万円余上乗せへ 東京都
ＮＨＫ1月7日 6時15分
深刻化する待機児童の解消に向け、東京都は平成２９年度から、勤務経験などに応じた保育士の給与アップの制度を導入している保育所への助成を拡充し、保育士の給与を月額２万円余り上乗せすることを決めました。
東京都の待機児童は去年４月の時点で８４６６人と全国で最も多く、保育士の確保が急がれる一方で、給与が低いことなどから人材が不足していて、処遇の改善が課題となっています。
東京都は、保育士の確保のため、昨年度から保育所の運営事業者に、保育士の給与アップのための費用を助成する制度を導入しています。
都は、さらに保育士の処遇改善を推し進めようと、新年度からこの助成を拡充することを決めました。具体的には、勤務経験や能力に応じた保育士の給与アップの制度を導入している保育所への助成金を増やし、保育士の給与を現在よりも月額およそ２万１０００円上乗せします。
国も、新年度から保育士の給与アップにつながる助成制度を拡充することにしていて、都によりますと、国と都の助成を合わせると、保育士の給与はおよそ３２万円となり、幼稚園教諭などの平均給与とほぼ同じ額に引き上げられるということです。
東京都では、この助成拡充のための経費として、２４４億円を新年度予算案に計上することにしています。
情報公開のギア加速 条例改正の考え 小池都知事
ＮＨＫ1月6日 17時32分
東京都の小池知事は、都政改革の最重要課題に位置づける情報公開について、「ギアをさらに加速させ、一層の情報公開のため条例を改正したい」と述べ、今後、有識者による審議会を開いたうえで、都の情報公開条例の改正を目指す考えを示しました。
小池知事は６日の記者会見で「かねてより東京大改革の１丁目１番地に情報公開があると申し上げてきたが、さらにギアを加速させたい」としたうえで、「一層の情報公開のため条例を改正したい」と述べ、都の情報公開条例の改正を目指す考えを示しました。
具体的には、現在１枚につき１０円かかる公文書の開示手数料を無料にするほか、モノクロで１枚２０円かかる写しの交付の手数料を半額の１０円にするなどとしています。
また情報通信技術を活用し請求のあった公文書のデータを無料で提供できる仕組みをつくるなどして、都民が行政情報にアクセスしやすい環境を整えるということです。
小池知事は条例改正について、有識者による審議会を開いて意見を聞くなどして、来年度の早い時期に目指すことにしています。
しんぶん赤旗2017年1月7日(土)

「核保有国を包囲しよう」　東京連絡会署名初行動
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（写真）雷門前でヒバクシャ国際署名を訴える「東京連絡会」の人たち＝６日、東京都台東区


　「ヒバクシャ国際署名」をすすめる東京連絡会（東京連絡会)は6日､結成後初めてヒバクシャ国際署名街頭宣伝を東京都台東区の浅草･雷門前で行いました｡原水爆禁止日本協議会や東京の被爆者でつくる東友会、新日本婦人の会など１２団体６０人が参加しました。このうち３１人が被爆者です。

　多くの参拝者や観光客が訪れる浅草・雷門の前で、青いタスキをかけた被爆者が次々とマイクを握り、「地球上からいっさいの核兵器がなくなるよう、署名にご協力ください」と訴えました。

　東友会の大岩孝平代表理事は新年の抱負として「東京のヒバクシャ国際署名を集める運動は、これから本格化します。３月、６月に開かれる国連に向けて多くの署名を世界中で集め、核兵器廃絶の圧倒的な世論で核保有国を包囲していきたい」と語りました。

　全労連の長尾ゆり副議長は「世界には１万５０００発の核兵器があり、１発残らずなくすことが必要です。ぜひご協力ください」と呼びかけました。

　東京連絡会は昨年１１月に、東京原水協や東友会などが中心になり結成されました。現在も加盟団体を募集しています。

　署名用紙や横断幕には、画家の浜田桂子さんが描いた被爆した子どもをやさしく抱く現在の子どもが黄色い折り鶴に乗っている「希望」と題した絵を用いています。

　この日の行動は、毎年日本原水協などが行っている「新春６・９行動」の一環で、全国各地で行われました。

しんぶん赤旗2017年1月7日(土)

原発なくす信念の年　反原連が首相官邸前行動
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（写真）「原発再稼働反対、廃炉に」と抗議する人たち＝６日、首相官邸前


　首都圏反原発連合（反原連）は６日、今年最初となる首相官邸前抗議を行いました。今回で２２８回です。参加者はドラムのリズムにあわせ、ペンライトを揺らしながら、「再稼働反対」「原発いらない」とコール。「すべての原発をゼロに」などと書かれたプラカードを手にもち、「今年こそ原発をなくす年にしたい」と語りました。

　「原発をなくしてほしいと、私たちが言い続けることが大事」と話す女性（８０）は、神奈川県秦野市から参加しました。月に１回ほど参加し、地域でも行動しているといいます。「今年も、自分ができることを粘り強くやりたい」

　東京都豊島区の女性（７６）は「一人ひとりが自分の問題として政治に参加する人が増えたと感じています」と話します。福島の原発事故から行動するようになりました。「必ず原発をなくします。信念の年です」

　日本共産党の吉良よし子参院議員がスピーチしました。原発再稼働を推進する安倍政権に抗議し、「この行動が実際に政治を動かしています。原発をなくす日まで、ご一緒に声を上げ続けましょう」と呼びかけました。

　この日は８００人（主催者発表）が参加しました。

＜3.11と今＞柳美里　一人一人の物語紡ぐ
河北新報2017年01月06日金曜日
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スタジオで被災者の話を聞く柳さん＝昨年１２月２２日、南相馬市
[image: image24.jpg]


柳さんが撮影し、ツイッターに載せた福島県富岡町の夜ノ森の桜。無人の公園で花びらが静かに散っていた＝２０１１年４月２１日
　「あの日のことを教えてください」
　気張らず。さりげなく。時に明るく問い掛ける。
　南相馬市原町区の市民文化会館の一角にある臨時災害放送局「南相馬ひばりＦＭ」スタジオ。芥川賞作家柳美里（ゆうみり）さん（４８）がマイクに向かう。
◎ずっとそばに（５完）作家　柳美里さん＝福島県南相馬市在住
　昨年１２月下旬、同市鹿島区でボランティアを続ける７０代と６０代の地元の男性２人組がマイクの前に座った。２人は高校時代の思い出や、津波が押し寄せた東日本大震災当時の情景、東京電力福島第１原発事故が起きた際の心境を、とつとつと語り出した。
　番組名は「柳美里のふたりとひとり」。今年の正月でちょうど丸５年になった。柳さんと被災者２人組の対談形式で週１回の３０分番組では、これまで約４５０人の声に耳を傾け、一人一人の「物語」をラジオで伝えてきた。
　突き動かすのは、かつて母が福島県只見町のダム湖のそばで言った言葉だ。「湖の下には家や桜があった」「誰かの豊かさのために、誰かが犠牲になる」
　柳さんの母は１９５０年に始まった朝鮮戦争で、朝鮮半島から只見町に移住した。母が中学、高校を過ごした只見の集落は、水力発電用のダムの底に沈んだ。原発事故で福島から避難する人々と、戦火に追われ、避難先でも移住を余儀なくされた母の姿が重なった。
　「失われてしまう被災地の風景を記し、新たな物語を紡ぎたい」
　そう思い立ち、２０１１年４月、原発周囲が警戒区域に指定される直前、福島県富岡町夜ノ森の桜を撮影し、自身のツイッターに投稿した。それを見た被災各地から「私たちの古里の桜も」と依頼が殺到。同県三春町の滝桜、宮城県大河原町の一目千本桜などを回った。桜が終わっても陸前高田市や気仙沼市などを巡り、思いをつづってきた。
　その後、ひばりＦＭから「被災者の声を聞いてほしい」と出演依頼があり、二つ返事で承諾した。１５年春には、当時住んでいた神奈川県鎌倉市から南相馬市原町区に引っ越し、腰を据えた。南相馬は祖父が働いていたゆかりの土地だった。
　今、最も心を砕くのは同市小高区のこれから。避難区域に指定され、約１万２８００人が避難した。昨年７月に避難指示が解除されたが、帰還した住民は１０００人余りにすぎない。
　福島は放射能や偏見といいう目に見えないものに苦しんでいる。「だから目に見えない『文化』をここから発信し、対抗したい」
　今春、小高商高と小高工高が統合し、小高産業技術高になる。柳さんは閉校する二つの高校で「表現」の授業を担当。新高校の校歌の作詞もした。歌い継がれることを願い、生徒や卒業生らに小高の象徴的な地名を募り、織り込んだ。「あの日」で止まった時間を、「今」につなぐように。
　「今年は小高区に引っ越す。教え子たちが集えるカフェを併設した書店を開きたい」。居場所こそ物語が生まれる場。「その手伝いをしたい」。自らも被災地を舞台にしたファンタジー小説を構想中だ。
　住民一人一人の物語づくり。だから、これからも聞き続ける。「あの日のことを教えてください」（報道部・菅谷仁）
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